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平成２５年８月  

福岡県調査統計課 

 

 
 
 

【要 約】 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

   就業構造基本調査は、国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関す

る基礎資料を得ることを目的としている。 

   昭和３１年から５７年まで概ね３年おき、昭和５７年以降は５年ごとに行われており、平成２４

年調査はその１６回目に当たる。 

（２）調査の期日 

   平成２４年１０月１日現在 

   （前回 平成１９年１０月１日現在） 

（３）調査の対象 

   全国の世帯から無作為に選定した約４７万世帯、うち福岡県は約１万３千世帯の１５歳以上の世

帯員 

（４）調査事項 

   １５歳以上の世帯員に関する事項（東日本大震災の仕事への影響を含む。）、世帯に関する事項 

（５）調査の方法 

   統計調査員が調査対象世帯を訪問し、調査票を配布、取集することにより行った。 

   なお、県内一部地域（北九州市、福岡市、久留米市）において、インターネットによる回答も行

われた。 

 

２ 主な用語の解説 

・ 有業者･･･ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（平成２４年１０月１日）

以降もしていくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者 

なお、家族の人が自家営業（個人経営の商店、工場や農家など）に従事した場合は、そ

の家族の人が無給であっても、自家の収入を得る目的で仕事をしたことになる。 

また、仕事があったりなかったりする人や、忙しい時だけ実家を手伝う人などで、「ふだ

んの就業状態」がはっきり決められない場合は、おおむね、１年間に３０日以上仕事し

ている場合を、有業者とした。 

・ 無業者･･･ふだん仕事をしていない者、すなわち、ふだん全く仕事をしていない者及び臨時的にし

か仕事をしていない者 

・ 有業率･･･１５歳以上人口に占める有業者の割合 

・ 正規の職員・従業者･･･一般職員又は正社員などと呼ばれている者 

・ 非正規の職員・従業者･･ ･パート、アルバイト、労働者派遣事業所の派遣社員、契      

約社員、嘱託などと呼ばれている者 

・ 第１次産業･･･農業、林業、漁業 

・ 第２次産業･･･鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業 

・ 第３次産業･･･第１次産業及び第２次産業以外の産業 
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【福岡県の結果の概要】 

１ １５歳以上人口の就業構造 

（１） １５歳以上人口の就業状態 

 有業者数は２４４万４千人、５年前（249 万 9 千人）に比べ５万５千人減少、無業者

は１９４万７千人、５年前（184 万７千人）に比べ１０万人増加 

・１５歳以上人口は、増加傾向にあり、平成２４年は４３９万１千人、５年前（434 万６千人）に

比べ、４万５千人増加している。 

・１５歳以上人口のうち、有業者数は２４４万４千人、５年前（249 万９千人）に比べ５万５千人

減少している。１５歳以上人口に占める有業者の割合（以下、「有業率」という。）は５５．７％、

５年前（５７．５％）に比べ１．８ポイント低下している。 

・一方で、無業者は１９４万７千人、５年前（184 万７千人）に比べ１０万人増加している。 

・男女別にみると、男性は１３４万６百人、５年前（139 万４千７百人）に比べ、５万４千１百人

減少し、女性は１１０万３千４百人、５年前（110 万４千４百人）に比べ、１千人減少している。 

 

表１ 就業状態別１５歳以上人口－平成４年～平成２４年 

（単位：千人、％）    

 
 

 

 

図１ 有業者数及び無業者数の推移 
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 （２）男女別有業者 

有業率は男女とも低下 

・有業率を男女別にみると、男性が６５．７％、５年前（６８．８％）に比べ３．１ポイント低下

し、女性が４７．０％、５年前（４７．６％）に比べ０．６ポイント低下している。 

 

表２ 男女別１５歳以上人口、有業者数及び有業率－平成１９年、２４年 

（単位：人、％、ポイント）  

 
 

 

 

図２ 男女別有業率の推移－昭和５７年～平成２４年 
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（３）年齢階級別有業率 

男性は引き続き台形型、女性はＭ字型を示すも２５～５４歳までの各年齢階級で上

昇 

・有業率について、男女、年齢階級別にみると、男性は「５５～６９歳」の年齢階級が上昇し、台

形型を示している。 

・女性は「２０～２４歳」（６４．１％）は低下したが、「２５～５４歳」までの各年齢階級で上昇

するとともに、Ｍ字型カーブの底が「３０～３４歳」（５年前：６３．６％）から「３５～３９歳」

（６５．５％）に移行している。 

 

図３ 男女別、年齢階級別有業率－平成２４年 
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（４）産業別有業者 

「医療、福祉」などで増加、「卸売業、小売業」などで減少 

・有業者について、産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が４１万６千人（有業者に占める割

合１７．０％）と最も多く、次いで「医療、福祉」が３４万７千８百人（同１４．３％）などと

なっている。 

・５年前と比べると、「医療、福祉」（６万４千７百人増）などが増加している一方、「卸売業、小売

業」（７万８千人減）などが減少している。 

 

表３ 産業別、大分類別有業者数及び割合－平成１９年、２４年 

（単位：人、％、ポイント） 

 
（注１）平成２４年の「学術研究、専門・技術サービス業」は、平成１９年においてはサービス業（他に分

類されないもの）に含まれる。 

（注２）平成１９年の「学術研究、専門・技術サービス業」における「・・・」の符号は「数値が得られな

いもの」である。 

 

図４ 産業別有業者数の割合の推移 
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（５）雇用形態 

 ５年前に比べ「正規の職員・従業員」、「労働者派遣事業所の派遣社員」は減少、「パー

ト」、「契約社員」などは増加 

・「雇用者（役員を除く）」について、雇用形態別に５年前と比べると、「正規の職員・従業員」（ 

５万２千３百人減）、「労働者派遣事業所の派遣社員」（１万５千８百人減）が減少している。 

・一方、「パート」（５万人増）、「契約社員」（２万９千２百人増）などが増加している。 

 

 

表４ 男女、雇用形態別雇用者（役員を除く）数及び割合－平成１９年、２４年 

（単位：人、％、ポイント） 
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（６）雇用契約期間 

「雇用者（役員を除く）」は「雇用契約期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」

者が６７．０％、「雇用契約期間の定めがある」者が２３．４％ 

「非正規の職員・従業員」は「雇用契約期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」

者が２９．３％、「雇用契約期間の定めがある」者が５２．５％ 

・「雇用者（役員を除く）」は２０４万２千人、そのうち「雇用契約の定めがない（定年までの雇用を

含む）」者は１３６万７千３百人、雇用者（役員を除く）に占める割合は６７．０％となっている。 

・「雇用契約の定めがある」者は４７万７千７百人、雇用者（役員を除く）に占める割合は２３．４％

となっている。 

・「雇用者（役員を除く）」の「雇用契約期間の定めがある」者について、１回あたりの雇用契約期間

別にみると、「６ヶ月超１年以下」が１７万６千３百人、（「雇用者（役員を除く）」に占める割合は

３６．９％）で最も多く、次いで「１ヶ月以上６ヶ月以下」が１３万６千５百人（同２８．６％）、

「１年超３年以下」が７万７千２百人（同１６．２％）などとなっている。 

 

  表５ 雇用契約期間の定めの有無、１回当たりの雇用契約期間、雇用形態別 

雇用者（役員を除く）数及び割合－平成２４年 

（単位：人、％） 
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（７）週間就業時間 

 ４２時間以下の各階級の割合が上昇、４３時間以上の各階級の割合が低下 

・年間就業日数が２００日以上の有業者について、週間就業時間階級別の割合をみると、「３５～ 

４２時間」が３３．８％と最も高く、次いで「４９～５９時間」が１６．５％、「３５時間未満」

が１３．６％、「４６～４８時間」が１２．３％、「４３～４５時間」が１２．２％などとなって

いる。 

・５年前と比べると、「３５～４２時間」が３．０ポイント上昇、「３５時間未満」が１．５ポイン

ト上昇している一方、「４９～５９時間」が２．１ポイント低下、「６０～６４時間」が１．０ポ

イント低下、「６５時間以上」が１．０ポイント低下している。 

 

表６ 週間就業時間階級別雇用者（役員を除く）数及び割合 

（年間就業日数２００日以上）－平成１９年、２４年 

（単位：人、％、ポイント）     

 

 

 

 

（８）過去５年間の転職就業者 

「医療、福祉」、「不動産業、物品賃貸業」、「農業、林業」で転入超過、「製造業」、

「卸売業、小売業」などで転出超過 

・過去５年間の転職就業者について、主な産業別に転入、転出の差をみると、「医療、福祉」（２万

２千２百人増）、「不動産業、物品賃貸業」（４千９百人増）、「農業、林業」（２千９百人増）は増

加している。 

・一方、「製造業」（１万１千３百人減）、「卸売業、小売業」（９千７百人減）などは減少している。 

 

表７ 主な産業別過去５年間の転職就業者の転入、転出の差－平成２４年 

（単位：人）  
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２ 就業状況の変化 

（１） 非正規の職員・従業員割合の推移 

「非正規の職員・従業員」の割合は４０．０％で、男性は２４．３％、女性は５７．０％

となっており、男女共に上昇 

・「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員・従業員」の割合の推移を男女別にみると、男

女とも上昇傾向が続き、男性は２４．３％と２割を超えている。 

・また、女性も５７．０％と５割を超えている。 

 

図５ 男女別雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業者の割合 

   の推移－平成９年～２４年 

 

 

（２）正規・非正規間の就業異動 

過去５年間の転職就業者の雇用形態間異動は、正規から非正規への異動割合が上昇

・「正規の職員・従業員」から「非正規の職員・従業員」に異動した者（前職が「正規の職員・従業

員」であった者に占める割合３７．１％）は、５年前（同３５．６％）と比べ１．５ポイント上

昇している。 

・また、「非正規の職員・従業員」から「正規の職員・従業員」に異動した者（前職が「非正規の職

員・従業員」であった者に占める割合２５．１％）は、５年前（同２９．１％）と比べ４．０ポ

イント低下している。 

 

図６ 現職の雇用形態、前職の雇用形態別過去５年間の転職就業者数 

（雇用者（役員を除く）及び割合－平成１９年、２４年） 
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（３）若年無業者 

若年（１５～３４歳）人口に占める「若年無業者」の割合は３．２％で、５年前に

比べ０．９ポイント上昇 

・若年無業者は３万５千８百人（就業希望者のうち非求職者１万６千３百人、非就業希望者１万 

９千５百人）で、５年前と比べ６千４百人増加している。 

・男女別にみると、男性は２万３千９百人で、５年前と比べ５千７百人増加となった。一方、女性

は１万２千人で、５年前と比べ８百人増加している。 

 

 

  表８ 男女、就業希望の有無別若年無業者数及び割合－平成１９年、２４年 

 
（注１）「就業希望者のうち非求職者」及び「非就業希望者」の値は、今回調査から集計対象としている 

   ため、平成１９年の値は「数値が得られないもの」である。 

（注２）若年無業者（ニート）とは、１５～３４歳の無業者で家事も通学もしていない者のうち、以下のもの 

   をいう。   

   ①就業を希望している者のうち、求職活動をしていない者（非求職者） 

   ②就業を希望していない者（非就業希望者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 11

（４）育児と就業 

育児をしている者の有業率は、男性は全年齢階級で高く、女性は３４歳までは年齢

階級が高くなるにつれ上昇 

・１５歳以上人口について、育児の有無別にみると、育児をしている者は４０万１千９百人で、男

女別にみると、男性は１５万３千８百人、女性は２４万８千１百人となっている。就業状態別に

みると、有業者は２７万９千５百人、無業者は１２万２千４百人となっている。 

・育児をしている者について、男女別の有業率をみると、男性は９６．８％である一方、女性は 

５２．６％となっている。年齢階級別にみると、男性は全ての年齢階級において、高い水準でほ

ぼ一定となっている一方、女性は３４歳までは年齢階級が高くなるにつれ有業率が高くなってい

るが、「３５～３９歳」でいったん低くなり、「４０歳以上」では再び高くなっている。 

 

 

  表９ 男女、就業状態、従業上の地位、年齢階級別育児をしている１５歳以上人口 

及び割合－平成２４年 

（単位：人、％） 

 
（注１）「育児の有無」については今回調査から集計対象としている。 

（注２）育児とは、未就学児（小学校入学前の幼児）を対象にし、以下のようなことをいう。 

① 乳児のおむつの取り替え 

② 乳幼児の世話や見守り 

③ 就学前の子供の送迎、付き添い、見守りや勉強・遊び・習い事などの練習の相手 

④ 就学前の子供の保護者会への出席 

（注３）育児の対象に、孫やおい・めい、弟妹の世話などは含めない。 
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（５）介護と就業 

過去５年間に介護・看護のため前職を離職した者のうち、女性が約８割 

・１５歳以上人口について、男女別にみると、過去５年間に介護・看護のため前職を離職した者は

１万７千１百人で、男性は３千人、女性は１万４千人となっている。 

 

 

表１０ 男女、前職の離職時期別介護・看護により前職を離職した１５歳以上人口 

－平成１４年～平成２４年 

（単位：人） 

 

（注）各期間で端数処理しているため、各期間の合計と総数は必ずしも一致しない。 
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（６）高年齢者の就業 

「６０～６４歳」の有業者・就業希望者は男性で約８割、女性で約６割 

・５５歳以上の者について、男女、年齢階級、就業状態、就業希望の有無別の割合をみると、男 

性の有業者は「５５～５９歳」で８８．６％、「６０～６４歳」で７２．１％、「６５～６９歳」 

で４５．８％などとなっており、男性の就業を希望する無業者は「６５～６９歳」で１４．８％ 

と最も高く、次いで「７０～７４歳」（１３．１％）、「６０～６４歳」（１０．８％）などとなっ 

ている。 

・また、女性の有業者は「５５～５９歳」で６１．２％、「６０～６４歳」で４４．５％、「６５ 

～６９歳」で２５．５％などとなっており、女性の就業を希望する無業者は「６０～６４歳」が 

１２．３％と最も高く、次いで「６５～６９歳」（１１．７％）、「５５～５９歳」（１１．５％） 

などとなっている。 

 

表１１ 男女、年齢階級、就業状態、就業希望の有無別５５歳以上人口の割合－平成２４年 

（単位：人、％）  
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（７）有業者の職業訓練・自己啓発 

「正規の職員・従業員」の割合が男女とも最も高く、男女とも５割 

・有業者の職業訓練・自己啓発の状況について、従業上の地位・雇用形態別に、職業訓練・自己啓

発をした者の割合を男女別にみると、男性は「正規の職員・従業員」が４５．２％と最も高く、

次いで「会社などの役員」（３９．６％）、「契約社員」（３２．１％）などとなっている。 

・また、女性は「正規の職員・従業員」が５０．３％と最も高く、次いで「契約社員」（４８．２％）、

「自営業主」（３４．７％）などとなっている。 

 

 

図７ 男女、従事上の地位・雇用形態別職業訓練・自己啓発をした者の割合 

－平成２４年 
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３ 県内各地域の状況 

・県内の４地域別では、第１次産業の構成比は、筑後地域が最も高く、第２次産業の構成比は筑

豊地域が、第３次産業の構成比は福岡地域が最も高い。 

・非正規就業者が占める比率は、筑豊地域が最も高く、以下、福岡地域、北九州地域、筑後地域

の順となっている。 

 

 

 表１２ 県内各地域の状況 
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４ 福岡県の就業構造の全国との比較 

（１）就業状態 

・福岡県の有業率（５５．７％）は５年前（５７．５％）に比べて１．８ポイント低下し、全国（ 

５８．１％）より２．４ポイント低くなっている。 

・「非正規の職員・従業員」の割合（４０．０％）は５年前（３６．５％）に比べて３．５ポイント

上昇し、全国（３８．２％）より１．８ポイント高くなっている。 

 

（２）世帯の就業 

・夫婦共働き世帯の割合（４２．９％）は５年前（４３．８％）に比べて０．９ポイント低下し、

全国（４５．４％）より２．５ポイント低くなっている。 

 

 

表１３ 福岡県の就業構造 

（単位：％、ポイント） 

 
 

 

 


